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会 社 名 株 式 会 社 オ プ テ ィ ム 

代表者名 代表取締役社長 菅 谷  俊 二 
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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 30年１月 18日開催の取締役会決議において、当社の完全子会社である株式会社テレパシー・

グローバルを吸収合併することを決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示してお

ります。 

 

１．合併の目的 

 株式会社テレパシー・グローバルを当社に吸収合併することで、経営資源の集中による業務の効率化を図り、

もって当社の AI・IoT・ロボット事業をはじめとする事業の発展及びグローバル展開を目指すものです。 

 

２．合併の要旨 

（１）当該組織再編の日程 

取 締 役 会 決 議 日 平成 30年１月 18日 

契 約 締 結 日 平成 30年１月 18日 

実 施 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ） 平成 30年２月 28日（予定） 

※なお、本合併は、会社法第 796 条第２項の規定が定める簡易合併及び同法第 784 条第１項に定める略式合併であるため、

それぞれにおいて合併契約承認のための株主総会は開催いたしません。 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社テレパシー・グローバルは解散します。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

本合併は、当社の 100％子会社との合併であり、株式その他の金銭等の割り当て交付は行いません。また、

新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

３．当該組織再編の当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 株式会社オプティム 株式会社テレパシー・グローバル 

（２） 所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１ 東京都港区海岸 1丁目 2番 20号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 菅谷 俊二 代表取締役 鈴木 健一 

（４） 

事 業 内 容 

IoTプラットフォームサービス 

リモートマネジメントサービス 

サポートサービス 

その他サービス 

IoTに関するコンサルティング事業 

（５） 資 本 金 418百万円 414百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 12年６月８日 平成 25年 7月２日 

（７） 発 行 済 株 式 数 13,344,416株 82,814株 

（８） 決 算 期 ３月 12月 

（９） 

大株主及び持株比率 

菅谷 俊二       63.48％ 

東日本電信電話株式会社  6.00％ 

日本マスタートラスト信託 3.02％ 

銀行株式会社（信託口） 

他 

株式会社オプティム  100％ 

（10） 直前事業年度の経営成績及び財政状態 

 平成 29年３月期 平成 29年 12月期（注）１ 

 純 資 産 2,417百万円 0百万円 

 総 資 産 3,331百万円 7百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 181.38 11.93 

 売 上 高 3,314百万円 14百万円 

 営 業 利 益 685百万円 2百万円 

 経 常 利 益 682百万円 2百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 

397百万円 

（注）２ 
（注）３ 

 １株当たり当期純利益 (円 ) 29.96 （注）３ 

（注）１．株式会社テレパシー・グローバルは平成 29年 8月 31日付で新設分割（新設会社：現株式会社テレ

パシージャパン）を行ったため、本事業に関する確定した最終事業年度はありません。そのため、

分割後の当該会社の 1月から 11月までの売上高及び営業利益を記載しております。 

   ２．平成 29年３月期では子会社が存在しないため、当期純利益を記載しております。 

３．当社が株式会社テレパシー・グローバルの株式を取得してから、四半期決算日及び決算日が到来し

ておらず、法人税等の税額計算を行っていないため記載を省略しております。 

 

 

４．当該組織再編後の状況 

 本合併に伴う当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期についての変更はあ

りません。 

 

５．今後の見通し 

 本合併は完全子会社との合併であり、当社の業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


